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さいたま市告示第１７６９号

さいたま市市営住宅条例（平成１３年さいたま市条例第２６７号）第４条第１項に規定する市営住

宅入居者募集を次のとおり実施するので、同条第２項第３号の規定により告示する。

令和３年１２月１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 募集住宅

 別紙のとおり

２ 入居資格

 申込みできる方は、以下のすべての要件を満たしている必要があります。

  ア 現に同居し、又は同居しようとする親族がいること（単身住宅を除く）

  イ 市内に住所又は勤務場所を有していること

  ウ 地方税に滞納がないこと

  エ 申込者又は同居親族が暴力団員でないこと

  オ 現に住宅に困窮していることが明らかなこと

  カ 世帯全員の収入の総額が条例で定める基準内であること

３ 申込み方法

 募集案内の配布場所

  ア 市役所住宅政策課

  イ 各区役所くらし応援室

  ウ 各支所

  エ 各市民の窓口

  オ 岩槻南部・北部公民館

  カ 埼玉県住宅供給公社（市町村営住宅課、大宮支所、岩槻支所、住まい相談プラザ）

 申込期間 令和３年１２月１日（水）から令和３年１２月３１日（金）

 申込先  埼玉県住宅供給公社市町村営住宅課

 申込方法 郵送

４ 選考方法の概要

 公開抽選による  抽選日：令和４年１月１９日（水）

５ 入居時期

 令和４年４月１日（金）以降

６ 連絡先

 担当  さいたま市役所建設局建築部住宅政策課住宅整備係

 電話  ０４８（８２９）１５２１

ＦＡＸ  ０４８（８２９）１９８２
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さいたま市告示第１７７０号 

 さいたま市議会資産等公開審査会条例（平成１５年さいたま市条例第４４号）第３条第１項の規定

に基づく審査の申出をするのに必要な者の数について、次のとおり告示する。

令和３年１２月１日

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ さいたま市議会資産等公開審査会条例第３条第１項に規定する選挙権を有する者の１００分の１

の数

１１，０２７人

２ 連絡先

(1) 担当 さいたま市役所総務局総務部行政透明推進課情報提供係
(2) 電話 ０４８(８２９)１１１７
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さいたま市告示第１７７１号

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に

基づき令和３年１０月１５日さいたま市告示第１５７０号において公告した一般競争入札について、

次のとおり中止したので、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第１４条第２

項の規定により公示する。

令和３年１２月１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 中止とした一般競争入札

 件名 さいたま市産業振興会館 外３施設で使用する電気

２ 中止とした理由

  入札参加者がいないため。
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さいたま市告示第１７７２号 

地方自治法（昭和２２年４月１７日法律第６７号）第２４３条の３第１項及びさいたま市財政状況

の公表に関する条例（平成１３年５月１日法律第４９号）第２条第１項の規定に基づき、令和３年４

月１日から令和３年９月３０日までの期間における本市の財政状況を別紙のとおり（別紙省略）告示

する。 

なお、この告示は、令和３年１２月１日から適用する。 

令和３年１２月１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
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さいたま市告示第１７７３号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１２月１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市岩槻区大字表慈恩寺字南６６３番３

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 （省略）

３ 許可番号

 令和 ３年 ５月２７日

 第開-Ｎ２０２１０１４号

４ 検査済証番号

 令和 ３年１１月３０日

 第完-Ｎ２０２１０１４号
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さいたま市告示第１７７４号

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文、第４２条の２第１項本文、第４６条

第１項、第５３条第１項本文及び第５４条の２第１項本文に規定する指定を次のとおり指定したので、

同法第７８条第１項第１号、第７８条の１１第１項第１号、第８５条第１項第１号、第１１５条の１

０第１項第１号及び第１１５条の２０第１項第１号の規定により告示する。

令和３年１２月１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 指定した施設・事業所

(1) みつば訪問看護ステーション与野
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市中央区下落合 6丁目 9番 6号 4F 
イ 事業種別  訪問看護

ウ 申請者   株式会社ベストケア・パートナーズ

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市南区鹿手袋 4丁目 4番 1号 
オ 代表者   代表取締役 中山 彬

カ 指定番号  1166591523 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(2) みつば訪問看護ステーション与野
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市中央区下落合 6丁目 9番 6号 4F 
イ 事業種別  介護予防訪問看護

ウ 申請者   株式会社ベストケア・パートナーズ

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市南区鹿手袋 4丁目 4番 1号 
オ 代表者   代表取締役 中山 彬

カ 指定番号  1166591523 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(3) 医心館 訪問看護ステーション 東大宮
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市見沼区東大宮 5丁目 27番地 3
イ 事業種別  訪問看護

ウ 申請者   株式会社アンビス

エ 申請者住所 東京都中央区八重洲 2丁目 7番 2号 
オ 代表者   代表取締役 柴原 慶一

カ 指定番号  1166591531 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(4) 医心館 訪問看護ステーション 東大宮
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市見沼区東大宮 5丁目 27番地 3
イ 事業種別  介護予防訪問看護

ウ 申請者   株式会社アンビス

エ 申請者住所 東京都中央区八重洲 2丁目 7番 2号 
オ 代表者   代表取締役 柴原 慶一

カ 指定番号  1166591531 
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キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日
(5) みなと訪問看護ステーション
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市緑区東浦和 5丁目 15番地 2 K2ビル 二階
イ 事業種別  訪問看護

ウ 申請者   株式会社みなと

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市緑区大字三室 2361番地 12
オ 代表者   代表取締役 望月 さおり

カ 指定番号  1166591549 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(6) みなと訪問看護ステーション
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市緑区東浦和 5丁目 15番地 2 K2ビル 二階
イ 事業種別  介護予防訪問看護

ウ 申請者   株式会社みなと

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市緑区大字三室 2361番地 12
オ 代表者   代表取締役 望月 さおり

カ 指定番号  1166591549 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(7) 医心館 訪問介護ステーション 東大宮
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市見沼区東大宮 5丁目 27番地 3
イ 事業種別  訪問介護

ウ 申請者   株式会社アンビス

エ 申請者住所 東京都中央区八重洲 2丁目 7番 2号 
オ 代表者   代表取締役 柴原 慶一

カ 指定番号  1176519484 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(8) 医心館 居宅介護支援事業所 東大宮
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市見沼区東大宮 5丁目 27番地 3
イ 事業種別  居宅介護支援

ウ 申請者   株式会社アンビス

エ 申請者住所 東京都中央区八重洲 2丁目 7番 2号 
オ 代表者   代表取締役 柴原 慶一

カ 指定番号  1176519492 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(9) あんしん介護福祉用具浦和
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市緑区大字三室 2202番地 3
イ 事業種別  福祉用具貸与

ウ 申請者   株式会社はっぴーらいふ

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市浦和区岸町 4丁目 26番 1号 
オ 代表者   代表取締役 山本 裕之
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カ 指定番号  1176519500 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(10) あんしん介護福祉用具浦和
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市緑区大字三室 2202番地 3
イ 事業種別  特定福祉用具販売

ウ 申請者   株式会社はっぴーらいふ

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市浦和区岸町 4丁目 26番 1号 
オ 代表者   代表取締役 山本 裕之

カ 指定番号  1176519500 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(11) あんしん介護福祉用具浦和
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市緑区大字三室 2202番地 3
イ 事業種別  介護予防福祉用具貸与

ウ 申請者   株式会社はっぴーらいふ

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市浦和区岸町 4丁目 26番 1号 
オ 代表者   代表取締役 山本 裕之

カ 指定番号  1176519500 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(12) あんしん介護福祉用具浦和
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市緑区大字三室 2202番地 3
イ 事業種別  特定介護予防福祉用具販売

ウ 申請者   株式会社はっぴーらいふ

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市浦和区岸町 4丁目 26番 1号 
オ 代表者   代表取締役 山本 裕之

カ 指定番号  1176519500 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(13) 居宅介護支援事業所 ネオタイプ
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市見沼区東大宮 5丁目 48番地 13
イ 事業種別  居宅介護支援

ウ 申請者   合同会社とちぎや

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市見沼区東大宮 5丁目 48番地 13
オ 代表者   代表社員 川原井 淳

カ 指定番号  1176519518 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(14) ゆめみらい 与野本町
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市中央区鈴谷 7丁目 10番 25号 アステリスクエア C号
イ 事業種別  居宅介護支援

ウ 申請者   株式会社大谷

エ 申請者住所 新潟県新潟市江南区亀田工業団地 1丁目 3番 5号 
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オ 代表者   代表取締役 堂田 尚子

カ 指定番号  1176519526 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(15) ツクイさいたま見沼グループホーム
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市見沼区大字南中丸 948番地 1
イ 事業種別  認知症対応型共同生活介護

ウ 申請者   株式会社ツクイ

エ 申請者住所 神奈川県横浜市港南区上大岡西 1丁目６番１号 
オ 代表者   代表取締役 高畠 毅

カ 指定番号  1196501298 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(16) ツクイさいたま見沼グループホーム
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市見沼区大字南中丸 948番地 1
イ 事業種別  介護予防認知症対応型共同生活介護

ウ 申請者   株式会社ツクイ

エ 申請者住所 神奈川県横浜市港南区上大岡西 1丁目６番１号 
オ 代表者   代表取締役 高畠 毅

カ 指定番号  1196501298 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

２ 連絡先

 担当 さいたま市役所保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係

 電話 ０４８（８２９）１２６５
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さいたま市告示第１７７５号

介護保険法第１１５条の４５の５第１項の規定に基づき、次のとおり第１号事業者の指定をしたた

め告示する。

令和３年１２月１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 指定した施設・事業所

(1) デイサービス原山の家
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市緑区原山 4丁目 13番 17号 
イ 事業種別  介護予防通所介護サービス

ウ 申請者   ウィングライフ株式会社

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市緑区原山 4丁目 13番 17号 
オ 代表者   代表取締役 武田 美智子

カ 指定番号  1176514337 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(2) 訪問介護事業所はなあかり
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市緑区宮本 2丁目 5番地 5 秋山ハイツ A棟 201号室
イ 事業種別  介護予防訪問介護サービス

ウ 申請者   株式会社玉屋利兵衛

エ 申請者住所 山形県東村山郡山辺町大字山辺 1258番地 12
オ 代表者   代表取締役 安井 浩

カ 指定番号  1176519203 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

(3) 医心館 訪問介護ステーション 東大宮
ア 事業所住所 埼玉県さいたま市見沼区東大宮 5丁目 27番地 3
イ 事業種別  介護予防訪問介護サービス

ウ 申請者   株式会社アンビス

エ 申請者住所 東京都中央区八重洲 2丁目 7番 2号 
オ 代表者   代表取締役 柴原 慶一

カ 指定番号  1176519484 
キ 指定年月日 令和 3年 12月 1日

２ 連絡先

（１）担当 さいたま市役所保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係

（２）電話 ０４８（８２９）１２６５
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さいたま市告示第１７７６号

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条第１項第２号、第７８条の１１第１項第２号、第

８５条第１項第２号、第１１５条の１０第１項第２号及び第１１５条の２０第１項第２号の規定によ

り告示する。

令和３年１２月１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 廃止した施設・事業所

（１） キートス浦和美園訪問看護事業所

ア 住所 埼玉県さいたま市岩槻区美園東 1丁目 2番地 10 
イ 事業種別 訪問看護

ウ 申請者 医療介護施設開発株式会社

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市大宮区北袋町 1丁目 346番地 2-1308 
オ 代表者 代表取締役 佐藤 光成

カ 指定番号 1166591390 
キ 廃止年月日 令和 3年 11月 30日

（２） キートス浦和美園訪問看護事業所

ア 住所 埼玉県さいたま市岩槻区美園東 1丁目 2番地 10 
イ 事業種別 介護予防訪問看護

ウ 申請者 医療介護施設開発株式会社

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市大宮区北袋町 1丁目 346番地 2-1308 
オ 代表者 代表取締役 佐藤 光成

カ 指定番号 1166591390 
キ 廃止年月日 令和 3年 11月 30日

（３） ホットハートケア株式会社

ア 住所 埼玉県さいたま市見沼区大字新堤 8番地 1シャルマンコーポ 219 
イ 事業種別 居宅介護支援

ウ 申請者 ホットハートケア株式会社

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市見沼区大字新堤 8番地 1シャルマンコーポ 219 
オ 代表者 代表取締役 越前谷 万里子

カ 指定番号 1176508115 
キ 廃止年月日 令和 3年 11月 30日

（４） キートス浦和美園訪問介護事業所

ア 住所 埼玉県さいたま市岩槻区美園東 1丁目 2番地 10 
イ 事業種別 訪問介護

ウ 申請者 医療介護施設開発株式会社

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市大宮区北袋町 1丁目 346番地 2-1308 
オ 代表者 代表取締役 佐藤 光成

カ 指定番号 1176518999 
キ 廃止年月日 令和 3年 11月 30日
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（５） キートス浦和美園訪問介護事業所

ア 住所 埼玉県さいたま市岩槻区美園東 1丁目 2番地 10 
イ 事業種別 介護予防訪問介護サービス

ウ 申請者 医療介護施設開発株式会社

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市大宮区北袋町 1丁目 346番地 2-1308 
オ 代表者 代表取締役 佐藤 光成

カ 指定番号 1176518999 
キ 廃止年月日 令和 3年 11月 30日

（６） トゥルーケア GHふじの花
ア 住所 埼玉県春日部市豊町 1－2－40 
イ 事業種別 認知症対応型共同生活介護

ウ 申請者 株式会社トゥルーケア

エ 申請者住所 埼玉県川口市大字峯 1371－1 
オ 代表者 代表取締役 高野 暢彦

カ 指定番号 1190600070 
キ 廃止年月日 令和 3年 10月 31日

（７） トゥルーケア GHふじの花
ア 住所 埼玉県春日部市豊町 1－2－40 
イ 事業種別 介護予防認知症対応型共同生活介護

ウ 申請者 株式会社トゥルーケア

エ 申請者住所 埼玉県川口市大字峯 1371－1 
オ 代表者 代表取締役 高野 暢彦

カ 指定番号 1190600070 
キ 廃止年月日 令和 3年 10月 31日

２ 連絡先

 担当 さいたま市役所保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係

 電話 ０４８（８２９）１２６５
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さいたま市告示第１７７７号 

 さいたま市みどりの条例（平成１３年５月１日条例第２４８号）第６条の規定に基づき、保存緑地

保全区域として次のとおり指定したので告示する。

令和３年１２月１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 保存緑地

(１) 指定期間 
令和３年１２月１日から令和８年１１月３０日まで

（２）指定番号、所在地、指定地積、区域面積

    別添のとおり

（３）図面

別添のとおり



指定番号 所在地 指定地積（㎡） 区域面積（㎡）

桜区栄和三丁目６２０番１の一部 100.00

桜区栄和三丁目６２２番３の一部 790.00

② 木崎４丁目 浦和区木崎四丁目６４５番１－１ 1,017.00 1,017.00

890.00① 栄和

さいたま市保存緑地指定（更新）地区一覧（令和3年12月1日）
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さいたま市告示第１７７８号 

 さいたま市みどりの条例（平成１３年さいたま市条例第２４８号）第６条の規定に基づき、自然緑

地保全区域として次のとおり指定したので告示する。

令和３年１２月１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 自然緑地

（１）名称

西谷自然の森

(２) 指定期間 
令和３年１２月１日から令和８年１１月３０日まで

(３) 所在地
    北区日進町３丁目６６７番、６６８番の一部、６６９番１の一部、６６９番２の一部、６

６９番３の一部、６７０番１の一部、６７０番３の一部

(４) 区域面積
    ２，３６２㎡

（５）図面

     別添のとおり
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さいたま市告示第１７７９号 

 さいたま市みどりの条例（平成１３年さいたま市条例第２４８号）第６条の規定に基づき、自然緑

地保全区域として次のとおり指定したので告示する。

令和３年１２月１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 自然緑地

（１）名称

中尾自然緑地

(２) 指定期間 
令和３年１２月１日から令和８年１１月３０日まで

(３) 所在地
    緑区大字中尾字駒前８０４番１の一部、８０７番１の一部、８０８番１、８０８番２

(４) 区域面積
    ３，１２９．７９㎡

（５）図面

     別添のとおり





さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１７８０号 

 さいたま市みどりの条例（平成１３年さいたま市条例第２４８号）第６条の規定に基づき、自然緑

地保全区域として次のとおり指定したので告示する。

令和３年１２月１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 自然緑地

（１）名称

島町自然の森

(２) 指定期間 
令和３年１２月１日から令和８年１１月３０日まで

(３) 所在地
    見沼区島町９５１番の一部

(４) 区域面積
    １１３８．２９㎡

（５）図面

     別添のとおり
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さいたま市告示第１７８１号

さいたま市魅力ある商店創出事業業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告す

る。

令和３年１２月２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

件名

さいたま市魅力ある商店創出事業業務

 履行場所

さいたま市内

 業務概要

仕様書のとおり

 履行期間

契約締結の日から令和４年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

 本告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「イベント・催事」の受注希望業務「その他のイベント・催

事」で登載されていること。

 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

 本告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要綱（平

成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力

団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受けている

期間がない者であること。

 平成２８年度以降に国又は地方公共団体において、同種業務の契約を締結し、履行した実績が

あること。

３ 入札説明書の交付等

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するとともに仕様書を貸与する。

 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市経済局商工観光部商業振興課

 電話 ０４８（８２９）１３６４

 交付期間

本告示日から令和３年１２月９日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ
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いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後４時まで）

 交付費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

 受付期間

３ に同じ

 受付場所

３ に同じ

 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

 交付場所

３ に同じ

 交付日時

令和３年１２月１４日（火）午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで

 その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相

当する金額を入札書に記載すること。

 入札の日時及び場所

ア 日時

令和３年１２月２２日（水）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 西会議棟第３会議室

 入札保証金



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

 開札の日時及び場所

ア 日時

令和３年１２月２２日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６ イに同じ 

 落札者の決定方法等

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。

 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市経済局商工観光部経済政策課

電話 ０４８（８２９）１３６３

 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市経済局商工観光部商業振興課

電話 ０４８（８２９）１３６４

７ 契約手続等

 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

 契約書作成の要否

 要

 議決の要否

   否

８ その他

 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。

 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。

 契約条項等は、さいたま市経済局商工観光部商業振興課及びホームページにおいて閲覧できる。

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
 詳細は、入札説明書による。



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１７８２号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１２月２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市浦和区上木崎七丁目６８８番１、６８８番１３、６８８番１４、６８８番１５、６８

８番１６、６８８番１７、６８８番１８、６８８番１９、６８８番２０、６８８番２１、６８

８番２２、６８８番２３、６８８番２４、６８８番２５、６８８番２６、６８８番２７、６８

８番２８、６８８番２９、６８８番３０、６８８番３１、６８８番３２、６８８番３３、６８

８番３４、６８８番３５、６８８番３６、６８８番３７、６８８番３８、６８８番３９（うち

第二工区）

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

さいたま市浦和区常盤十丁目１５番１６号

ポラスマイホームプラザ株式会社 代表取締役 中内 啓夫

３ 許可番号

 令和３年１１月２９日

 第 変２Ｓ２０２００９６ 号

４ 検査済証番号

 令和３年１２月１日

 第 完２Ｓ２０２００９６ 号



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１７８３号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１２月２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市桜区大字五関字中島４４０番４

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

 令和３年３月３１日

 第 開-Ｓ２０２００９８ 号

４ 検査済証番号

 令和３年１２月１日

 第 完-Ｓ２０２００９８ 号



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１７８４号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１２月２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市西区大字指扇字新屋敷７１１番１、７１１番６、７１１番７、７１１番８、７１２番

１、７１２番４

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

越谷市南越谷一丁目２１番地２

株式会社 中央住宅 代表取締役 品川 典久

３ 許可番号

 令和３年１１月１２日

第変－Ｎ２０２１０８６号

４ 検査済証番号

令和３年１２月 １日

第完－Ｎ２０２１０８６号



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１７８５号 

 さいたま市みどりの条例（平成１３年さいたま市条例第２４８号）第１６条において準用する第８

条の規定に基づき、保存緑地保全区域を次のとおり変更したので告示する。

令和３年１２月２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 保存緑地

(１）名称
保存緑地第３４６号

(２）指定年月日
   令和２年４月１日

(３) 指定期間 
令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで

（４）所在地

見沼区大字南中丸字台６２７番１の一部

（５）区域面積

１，１２８㎡

（６）地目

山林

（７）図面

別添のとおり





さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１７８６号

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和３年１２月７日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。

令和３年１２月２日

さいたま市長 清 水 勇 人

・ 次の表のとおり

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色
年齢

（推定）

首輪の

有無
特  徴

１２月

１日
犬 桜区道場 柴 オス 茶 8～12歳 無

連絡先

担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター

 電話  ０４８（８４０）４１５０

 ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９
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さいたま市告示第１７８７号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１２月３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市西区大字佐知川字後谷７５９番１、７６０番１、７６２番１、７６７番６、

７６７番７、７６７番８、７６８番１、７６８番２、７６８番４、７６９番３、７６９番４、

７６９番５、７７０番１、７７０番２、７７０番５、７７１番１、７７１番４、７７１番５、

７７２番１、７７３番１、７７３番２、７７４番１、７７４番３、７７４番６、７７４番７、

７７５番３

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 さいたま市大宮区宮町二丁目６０番地 永見ビル４階

 株式会社 ベルエアランド 代表取締役 宮崎 俊也

３ 許可番号

 令 和 ３ 年 ８ 月 １ ６ 日

第変－Ｎ２０２１００２号

４ 検査済証番号

 令 和 ３ 年 １ ２ 月 ２ 日

第完－Ｎ２０２１００２号
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さいたま市告示第１７８８号

さいたま市自転車等放置防止条例（平成１３年さいたま市条例第２０５号）第１０条第１項により

自転車を撤去し、同条第４項の規定により保管したので、第１２条第１項の規定により、次のとおり

告示する。

令和３年１２月３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 保管理由

 さいたま市自転車等放置防止条例

２ 保管開始年月日

 令和３年１１月２６日

３ 保管場所及び放置箇所

 新開自転車保管所

  南浦和駅、東浦和駅、西浦和駅、武蔵浦和駅及び北戸田駅周辺の自転車等放置禁止区域

 吉野原自転車保管所

  大宮駅、土呂駅、東大宮駅、北大宮駅、大宮公園駅、大和田駅、七里駅、日進駅、西大宮駅、

指扇駅、宮原駅、鉄道博物館駅、加茂宮駅、東宮原駅、今羽駅、吉野原駅及びさいたま新都心

駅（東口）周辺の自転車等放置禁止区域及び原動機付自転車

 大戸自転車保管所

  浦和駅、北浦和駅、中浦和駅、与野駅、北与野駅、与野本町駅、南与野駅及びさいたま新都

 心駅（西口）周辺の自転車等放置禁止区域

 岩槻自転車保管所

  岩槻駅、東岩槻駅及び浦和美園駅周辺の自転車等放置禁止区域

４ 保管自転車

   別紙のとおり

５ 保管台数

計 ４９台

６ 連絡先

 担当 さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所

 電話 ０４８（６５２）８８１２



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

新開自転車保管所

2021/11/22 東浦和駅 埼玉県警20-200473116 S8WI 01702           

2021/11/22 南浦和駅西口 埼玉県警20-202139787 A20AA00683          

2021/11/22 南浦和駅西口 埼玉県警15-5019145 V141006946          

2021/11/22 武蔵浦和駅 埼玉県警11-1280306 KW63356             

2021/11/22 武蔵浦和駅 愛知県警19-ﾔ-66832 B9A08356            

2021/11/22 武蔵浦和駅 埼玉県警20-205513671 F20N01063           

2021/11/22 西浦和駅 埼玉県警18-8023886 A17AL08727          

2021/11/25 東浦和駅 不明 不明 

2021/11/25 東浦和駅 埼玉県警21-213270184 SVD319354           

2021/11/25 南浦和駅西口 戸塚D-01218 G161005806          

2021/11/25 南浦和駅西口 埼玉県警16-6321953 62C2279             

2021/11/25 西浦和駅 埼玉県警17-7381214 STPI A20497          

2021/11/26 武蔵浦和駅 埼玉県警17-7531449 VF17I 01618          

2021/11/26 西浦和駅 埼玉県警17-7118556 A16AA43157          

2021/11/29 1/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

吉野原自転車保管所

2021/11/22 大宮駅東口 埼玉県警20-202053408 SVUD03773           

2021/11/22 大宮駅東口 西新井K-59371 FN6J13287           

2021/11/22 大宮駅東口 埼玉県警16-6420354 A16AA48324          

2021/11/22 大宮駅東口 埼玉県警19-191322185 ZY8L231354          

2021/11/22 大宮駅西口 埼玉県警18-8480768 SSH033797           

2021/11/22 大宮駅西口 埼玉県警21-213691996 S0WJ00300           

2021/11/25 大宮駅東口 埼玉県警16-6413070 HBA16A000715        

2021/11/25 大宮駅西口 埼玉県警20-203709366 SUE002048           

2021/11/25 大宮駅西口 埼玉県警20-200044789 STL029539           

2021/11/25 大宮駅西口 埼玉県警17-7371330 H7G02777            

2021/11/26 大宮駅東口 埼玉県警20-200049330 A20AA04392          

2021/11/26 大宮駅東口 埼玉県警18-8532017 F80905751           

2021/11/26 大宮駅東口 埼玉県警16-6211710 S512073415          

2021/11/26 大宮駅西口 埼玉県警20-201689970 JMH191200089        

2021/11/26 大宮駅西口 埼玉県警12-2010312 H5D42587            

2021/11/29 2/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

大戸自転車保管所

2021/11/22 浦和駅東口 埼玉県警21-213712039 F21594663           

2021/11/22 浦和駅東口 埼玉県警18-8323635 T33BG082            

2021/11/22 浦和駅西口 不明 V121012927          

2021/11/22 北浦和駅東口 志村D-69592 3465UQ36131         

2021/11/22 新都心駅西口 上野H-51760 B7H86249            

2021/11/22 北与野駅 埼玉県警15-5121838 F141210161          

2021/11/24 浦和駅東口 埼玉県警20-201046890 F191280443          

2021/11/24 浦和駅東口 埼玉県警19-191000587 A8K60143            

2021/11/25 浦和駅西口 埼玉県警16-6415781 S6G032658           

2021/11/25 浦和駅西口 埼玉県警15-5092144 STNKA03248          

2021/11/25 北浦和駅西口 埼玉県警18-8384084 STQDZ00599          

2021/11/25 北浦和駅西口 埼玉県警15-5300965 SPC020610           

2021/11/25 与野駅東口 王子C-05047 B2J06360            

2021/11/25 与野駅東口 埼玉県警21-211894296 SVA051797           

2021/11/26 浦和駅東口 埼玉県警18-8165396 A17AL72256          

2021/11/26 浦和駅東口 埼玉県警09-9167762 9NC0540             

2021/11/26 浦和駅西口 大森G-62386 B8C43173            

2021/11/26 北浦和駅東口 埼玉県警12-2611852 K62H04052           

2021/11/26 北浦和駅東口 埼玉県警20-204107459 KAJ0440538          

2021/11/29 3/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

岩槻自転車保管所

2021/11/25 岩槻駅 埼玉県警16-6300924 GF6C84101           

合計： 49台

2021/11/29 4/4 ページ



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１７８９号 

さいたま市の発注する「（仮称）三崎広場防火水槽設置外工事」ほか１件の一般競争入札について、

次のとおり公告する。 

令和３年１２月６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし

た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし
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た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 
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(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実

態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令

和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 
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契約整理番号 ０３－３１６４－３

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 （仮称）三崎広場防火水槽設置外工事

工事場所 さいたま市浦和区大字三崎地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで

概要 耐震性防火水槽設置工 防火水槽 本体材料 40  鋼製・縦円筒型 1 基 本体

据付工一式 鉄蓋・水利標識一式 土工一式 園路広場整備工一式 雨水排水設

備工一式 残土処理工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） １５，９５０，０００円

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月１４日（火）午前９時から

令和３年１２月１６日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月１７日（金）午前９時から

令和３年１２月２０日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月２１日（火）午後１時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１２月６日（月）から

質問受付期間 令和３年１２月 ６日（月）午前９時から

令和３年１２月１３日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月１６日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 無

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市都市局都市計画部見沼田圃政策推進室 

電話 ０４８－８２９－１４１３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０３－４４６５－３５

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 道路修繕工事（Ｒ３市道Ｌ－１１１６号線）

工事場所 さいたま市緑区芝原２丁目地内外

履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで

概要 延長 260.0m 幅員 6.9～14.0m 舗装工 舗装打替え工一式 薄層オーバーレイ

（t＝3 ㎝）2070 ㎡ アスファルト舗装補修工一式 排水構造物工 集水桝鉄蓋

かさ上げ工 27 枚 道路清掃工一式 除草工一式 区画線工一式 付帯工一式 

交通管理工一式  

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２２日（水）午前９時から

令和３年１２月２４日（金）午後５時まで

入札書提出期間 令和４年１月４日（火）午前９時から

令和４年１月５日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和４年１月６日（木）午後１時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１２月６日（月）から

質問受付期間 令和３年１２月 ６日（月）午前９時から

令和３年１２月２１日（火）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月２４日（金）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 無

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当す

る。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号

さいたま市建設局南部建設事務所道路維持課

電話 ０４８－８４０－６２２４

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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さいたま市告示第１７９０号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。

令和３年１２月６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 東京都西東京市芝久保町四丁目２６番３号

 氏名 株式会社東栄住宅 代表取締役 佐藤 千尋

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市中央区本町西一丁目２０７１番１

 指定の年月日 令和３年１２月６日

 指定の番号 第南２１－０２９号

 道路の幅員 ４．００ｍ

 道路の延長 １８．５７ｍ
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さいたま市告示第１７９１号 

令和３年１１月２６日付け埼玉県告示第１２９７号に係るさいたま都市計画公園事業の関係図書の

写しの送付があったので、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６２条第２項の規定により、

次のとおり公衆の縦覧に供する。

令和３年１２月６日

さいたま市

上記代表者 さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 都市計画事業の種類及び名称

（１）種類 さいたま都市計画公園事業

（２）名称 ５・５・１１号 さいたまセントラルパーク

２ 都市計画の縦覧場所

さいたま市都市局都市計画部都市公園課
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さいたま市告示第１７９２号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６２条第１項の規定による都市計画事業の認可の告示

（令和３年埼玉県告示第１２９７号）があったので、同法第６６条の規定により次のとおり告示する。

なお、告示日の翌日から起算して１０日を経過した後に事業地内の土地建物等を有償で譲り渡そう

とする者は、都市計画法第６７条第１項の規定により当該土地建物等、その予定対価の額及び当該土

地建物等を譲り渡そうとする相手方その他の事項を書面で施行者に届け出なければならない。

令和３年１２月６日

さいたま市

上記代表者 さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 都市計画事業の種類及び名称

（１）種類 さいたま都市計画公園事業

（２）名称 ５・５・１１号 さいたまセントラルパーク

２ 施行者の名称

さいたま市

３ 事務所の所在地

  埼玉県さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

４ 事業地の所在

  埼玉県さいたま市大宮区天沼町２丁目地内
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さいたま市告示第１７９３号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１２月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市緑区大字大門字東裏２８９８番１、２８９８番２、２８９８番３、２８９８番４、２

８９８番５、２８９８番６、２８９９番１、２８９９番２、２８９９番３、２８９９番４、２８

９９番５、２８９９番６、２８９９番７、２８９９番８、２８９９番９、２８９９番１０、２８

９９番１１ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

さいたま市南区沼影一丁目１３番１号

ポラスタウン開発株式会社 代表取締役 中内 晃次郎

３ 許可番号

 令和３年９月３日

 第 開-Ｓ２０２１０３０ 号

４ 検査済証番号

 令和３年１２月６日

 第 完-Ｓ２０２１０３０ 号
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さいたま市告示第１７９４号

下記の者に対する土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１０３条第１項の規定に基づく

桶川都市計画事業上日出谷南特定土地区画整理事業施行者桶川市上日出谷南特定土地区画整理組合の

換地処分通知書は、送付すべき場所を確知することができない、又は送付したが受領を拒まれたこと

により、当該書類を通知することができないので、同法第１３３条第１項及び同条第２項において準

用する同法第７７条第５項の規定に基づき、当該書類の送付にかえて、通知の内容が埼玉県桶川市大

字上日出谷９２１番地の２所在の掲示場（桶川市上日出谷南特定土地区画整理組合事務所）に掲示さ

れている旨公告する。 

令和３年１２月７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

 １ 書類の送付を受けるべき者 

氏   名
住   所

（又は判明している最後の住所）
掲示に係る書類の件名

コーエー建設株式会社
さいたま市大宮区桜木町一丁目２９

４番地２

土地区画整理法第 103 条第 1 項

の規定による換地処分通知 

(令和 3 年 9 月 28 日付 

桶上南土第 81 号）
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さいたま市告示第１７９５号 

屋外広告物法(昭和２４年法律第１８９号)第７条第４項の規定により広告物及び掲出物件を除却し、

同法第８条第１項の規定により保管したので、同条第２項並びにさいたま市屋外広告物条例(平成１

４年条例第１０９号)第２１条の２及び第２１条の３の規定により、次のとおり告示する。 

令和３年１２月７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 保管した広告物又は掲出物件の名称又は種類及び数量 

（1）はり札                    ３０４ 枚 

（2）立看板                      ３ 枚 

２ 保管した広告物又は掲出物件の放置されていた場所、除却日時及び保管開始日時 

 別紙のとおり 

３ 保管場所 

 さいたま市緑区宮本２丁目１６番地３ 

４ 連絡先 

(１) 担当 さいたま市役所都市局南部都市・公園管理事務所管理課都市管理係 

(２) 電話 ０４８（８４０）６１７８ 



名称または種類 数　量 月　日 時　間 月　日 時　間

1 南区 はり札 52 令和3年11月2日
8時30分
から

17時00分
令和3年11月2日 17時00分

2 中央区 はり札 50 令和3年11月5日
8時30分
から

17時00分
令和3年11月5日 17時00分

3 緑区 はり札 52 令和3年11月9日
8時30分
から

17時00分
令和3年11月9日 17時00分

4 緑区 立看板 1 令和3年11月9日
8時30分
から

17時00分
令和3年11月9日 17時00分

5 南区 はり札 49 令和3年11月12日
8時30分
から

17時00分
令和3年11月12日 17時00分

6 南区 立看板 1 令和3年11月12日
8時30分
から

17時00分
令和3年11月12日 17時00分

7 浦和区 はり札 47 令和3年11月16日
8時30分
から

17時00分
令和3年11月16日 17時00分

8 浦和区 立看板 1 令和3年11月24日
16時00分
から

16時30分
令和3年11月24日 16時30分

9 浦和区 はり札 22 令和3年11月26日
8時30分
から

17時00分
令和3年11月26日 17時00分

10 桜区 はり札 32 令和3年11月26日
8時30分
から

17時00分
令和3年11月26日 17時00分

11

12 計 はり札 304

13 計 立看板 3

14

 広告物及び掲出物告示リスト
告示年月日　令和3年12月7日

番号 放置されていた場所

保管した広告物・掲出物件 除却した日時 保管開始日時
備考
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さいたま市告示第１７９６号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１２月９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市西区大字中野林字中郷４９４番１、４９４番２

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 東京都武蔵野市境２丁目２番２号

株式会社 飯田産業 代表取締役 千葉 雄二郎

３ 許可番号

 令 和 ３ 年 １ １ 月 ８ 日

第開-Ｎ２０２１１２０号

４ 検査済証番号

令 和 ３ 年 １ ２ 月 ８ 日

第完-Ｎ２０２１１２０号



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１７９７号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

９条第１項の規定に基づき、次の医療機関について、指定自立支援医療機関（精神通院医療）の指定

をしたので告示する。 

令和３年１２月９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 指定した医療機関 

・別紙のとおり(別紙省略) 

２ 連絡先 

 担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 

 電話 ０４８（８２９）１３０５ 



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１７９８号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第６

４条の規定に基づき、自立支援医療機関（精神通院医療）を担当する指定自立支援医療機関の開設者

から次のとおり指定医療機関等に係る変更の届出があったので告示する。 

令和３年１２月９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 変更内容 

・別紙のとおり(別紙省略) 

２ 連絡先 

 担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 

 電話 ０４８（８２９）１３０５ 



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１７９９号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第６

０条第１項の規定に基づき、自立支援医療機関（精神通院医療）を担当する指定自立支援医療機関の

開設者から次のとおり指定医療機関等に係る更新の届出があったので告示する。 

令和３年１２月９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 更新した医療機関 

・別紙のとおり(別紙省略) 

２ 連絡先 

 担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 

 電話 ０４８（８２９）１３０５ 



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８００号

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達する。 

 なお、当該書類はさいたま市長が保管し、いつでも送達を受けるべき者に交付する。 

令和３年１２月１０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 送達する書類 

  令和３年度 固定資産税・都市計画税 納税通知書 

２ 送達を受ける者の氏名等 

  （省略） 

３ その他 

  地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示をした日から起算して７日を経過したときは、

書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 

(1) 担当 さいたま市財政局北部市税事務所資産課税課 

(2) 電話 ０４８（６４６）３１１４  



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８０１号 

総合振興計画の進行管理に係るアンケート調査業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 

令和３年１２月１０日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

 件名

総合振興計画の進行管理に係るアンケート調査業務

 履行場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所外

 業務概要

仕様書のとおり

 履行期間

契約締結の日から令和４年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に次のいずれかで登載されている者であること。

 ア 業務「検査・測定・調査」の受注希望業務「市場調査」又は「世論調査」

 イ 業務「計画策定」の受注希望業務「総合計画」

 ウ 業務「電算」の受注希望業務「データ入力」 

 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 過去２年の間に、国又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわた

って締結し、かつ、これらを全て誠実に履行した者であること。

３ 入札説明書の交付



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書、仕様書等を交付するものとする。

 交付方法

 さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p085311.html

 交付期間

告示の日から令和３年１２月２４日（金）まで 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

 受付期間

３ に同じ（受付期間内必着とする。）

 送付先

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦

略部

 提出方法

全て郵送とする。

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

 交付方法

全て郵送とする。

 交付日

令和３年１２月２８日（火）を目途に交付する。

６ 入札手続等

 入札方法

  ア 書留郵便（簡易書留郵便を含む。）による提出とする。

イ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。

 入札書の受領期限及び送付先

ア 受領期限

令和４年１月１１日（火）

イ 送付先

４ に同じ



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

 開札の日時及び場所

ア 日時

令和４年１月１２日（水）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第７会議室

 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条及びさいたま市業務委託郵便入札執行要領第８条の規定に該当す

る入札は無効とする。 

 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部

電話 ０４８（８２９）１０６４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７

７ 契約手続等

 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

 契約書作成の要否

要

 議決の要否

否

８ その他

 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

 この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

 契約条項等は、さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

 詳細は、入札説明書による。



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８０２号

無効となるさいたま市国民健康保険被保険者証等について、別紙のとおり（別紙省略）告示する。

令和３年１２月１０日

さいたま市長 清 水 勇 人



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８０３号

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達する。

なお、当該書類はさいたま市長が保管し、いつでも送達を受けるべきものに交付する。

令和３年１２月１０日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達をする書類

   国民健康保険税納税（更正）通知書

２ 送達を受ける者の住所及び氏名

   別紙のとおり（別紙省略）

３ その他

   地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示をした日から起算して７日を経過したときは、

書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

  区役所保険年金課 国保係（市外局番は全て０４８）

西区役所  〒３３１－８５８７ 西区西大宮３－４－２    ℡．６２０－２６７３

北区役所  〒３３１－８５８６ 北区宮原町１－８５２－１  ℡．６６９－６０７３

大宮区役所 〒３３０－８５０１ 大宮区吉敷町１－１２４－１ ℡．６４６－３０７３

見沼区役所 〒３３７－８５８６ 見沼区堀崎町１２－３６   ℡．６８１－６０７３

中央区役所 〒３３８－８６８６ 中央区下落合５－７－１０  ℡．８４０－６０７３

桜区役所  〒３３８－８５８６ 桜区道場４－３－１     ℡．８５６－６１８３

浦和区役所 〒３３０－９５８６ 浦和区常盤６－４－４    ℡．８２９－６１６２

南区役所  〒３３６－８５８６ 南区別所７－２０－１    ℡．８４４－７１８３

緑区役所  〒３３６－８５８７ 緑区大字中尾９７５－１   ℡．７１２－１１８３

岩槻区役所 〒３３９－８５８５ 岩槻区本町３－２－５    ℡．７９０－０１７４



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８０４号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１２月１０日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市岩槻区大字浮谷字八幡１０４７番１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 （省略）

３ 許可番号

 令和 ３年１１月 ５日

 第変-Ｎ２０２１０７１号

４ 検査済証番号

 令和 ３年１２月 ９日

 第完-Ｎ２０２１０７１号



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８０５号

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第８条第２項の規定に基づき住民等から提出さ

れた意見の概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告します。

令和３年１２月１０日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

  名 称 （仮称）櫛引町小売店舗

所在地 さいたま市北区櫛引町二丁目１０９番１ 外

２ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

  氏   名 株式会社渋谷インターナショナル 

代表者氏名 代表取締役 渋谷 建一郎 

住   所 さいたま市大宮区櫛引町一丁目７７９番地

３ 意見の概要

 意見の対象となる生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見 

 ア 駐車場需要の充足等に係る事項について      １０件

 イ 歩行者の通行の利便の確保等について       １０件

 ウ 店舗周辺の交通量増加に伴う渋滞対策について    １件

 エ 歩行者の通行の安全の確保について         １件

４ 意見書提出年月日

  令和３年１２月６日

５ 意見書の縦覧期間

 令和３年１２月１０日から令和４年１月１１日まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。

６ 意見書の縦覧場所

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９４４
 大宮区役所区民生活部地域商工室

 住所 さいたま市大宮区吉敷町一丁目１２４番地１ 

 電話 ０４８（６４６）３０９３

FAX ０４８（６４６）３１５１



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８０６号

下記の書類を介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１４３条で準用する地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）第２０条の２の規定により公示送達する。 

なお、当該書類については、さいたま市長が保管し、送達を受けるべき者については、管轄の各区

役所高齢介護課にていつでも交付する。 

令和３年１２月１０日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達を受けるべき者及び送達する書類

 別紙のとおり（別紙省略）



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８０７号

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和３年１２月１４日までに

返還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。

令和３年１２月１０日

さいたま市長 清 水 勇 人

・ 次の表のとおり

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色
年齢

（推定）

首輪の

有無
特  徴

１２月

９日
猫 緑区 三室 雑種 メス 三毛 5～8歳 無

負傷動物

左耳Ｖカット

連絡先

担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター

 電話  ０４８（８４０）４１５０

 ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８０８号

さいたま市自転車等放置防止条例（平成１３年さいたま市条例第２０５号）第１０条第１項により

自転車を撤去し、同条第４項の規定により保管したので、第１２条第１項の規定により、次のとおり

告示する。

令和３年１２月１０日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 保管理由

 さいたま市自転車等放置防止条例

２ 保管開始年月日

 令和３年１２月 ３日

３ 保管場所及び放置箇所

 新開自転車保管所

  南浦和駅、東浦和駅、西浦和駅、武蔵浦和駅及び北戸田駅周辺の自転車等放置禁止区域

 吉野原自転車保管所

  大宮駅、土呂駅、東大宮駅、北大宮駅、大宮公園駅、大和田駅、七里駅、日進駅、西大宮駅、

指扇駅、宮原駅、鉄道博物館駅、加茂宮駅、東宮原駅、今羽駅、吉野原駅及びさいたま新都心

駅（東口）周辺の自転車等放置禁止区域及び原動機付自転車

 大戸自転車保管所

  浦和駅、北浦和駅、中浦和駅、与野駅、北与野駅、与野本町駅、南与野駅及びさいたま新都

 心駅（西口）周辺の自転車等放置禁止区域

 岩槻自転車保管所

  岩槻駅、東岩槻駅及び浦和美園駅周辺の自転車等放置禁止区域

４ 保管自転車

   別紙のとおり

５ 保管台数

計 ６７台

６ 連絡先

 担当 さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所

 電話 ０４８（６５２）８８１２



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

新開自転車保管所

2021/11/29 東浦和駅 埼玉県警21-210296034 SUJ308013           

2021/11/29 南浦和駅西口 埼玉県警14-4416208 F140388202          

2021/11/29 武蔵浦和駅 茨城県警察D587264 STC037028           

2021/11/29 武蔵浦和駅 不明 H9C41666            

2021/11/30 東浦和駅 埼玉県警19-194621957 ' L907270180         

2021/11/30 南浦和駅東口 埼玉県警21-210172157 A20AK05590          

2021/12/02 南浦和駅東口 不明 F61124294           

2021/12/02 南浦和駅西口 埼玉県警12-2182707 SLL057636           

2021/12/02 武蔵浦和駅 不明 C149290LYG047       

2021/12/02 西浦和駅 埼玉県警19-190233251 A18AK05797          

2021/12/02 西浦和駅 埼玉県警19-191424115 S9WA03168           

2021/12/02 西浦和駅 埼玉県警19-194551215 F190785694          

2021/12/03 南浦和駅東口 埼玉県警20-202401953 A20AD20528          

2021/12/06 1/5 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

吉野原自転車保管所

2021/11/29 大宮駅東口 埼玉県警18-8552835 A18AJ71974          

2021/11/29 大宮駅東口 埼玉県警18-8510927 A18AH07880          

2021/11/29 大宮駅東口 埼玉県警18-8332446 GC7J03878           

2021/11/29 大宮駅西口 不明 XL19010209          

2021/11/29 土呂駅西口 埼玉県警08-8097701 8P08563             

2021/11/30 大宮駅東口 埼玉県警14-4186896 RA90062             

2021/11/30 大宮駅東口 埼玉県警21-212898767 SVH312625           

2021/11/30 大宮駅東口 埼玉県警21-213909436 S0WC04292           

2021/11/30 大宮駅東口 埼玉県警14-4271638 I CRP14A00431        

2021/11/30 大宮駅東口 長野県警X-32465 F111143164          

2021/11/30 大宮駅東口 埼玉県警17-7348156 S2702458            

2021/11/30 大宮駅西口 埼玉県警20-201866189 SUC021062           

2021/11/30 東大宮駅東口 埼玉県警20-201199077 GG9I 66722           

2021/11/30 新都心駅東口 埼玉県警19-191696719 STRJY31308          

2021/12/01 大宮駅東口 埼玉県警18-8167150 SN7L06470           

2021/12/01 大宮駅東口 埼玉県警19-194203551 H9H58594            

2021/12/01 大宮駅東口 不明 A13PI 21203          

2021/12/01 大宮駅東口 埼玉県警10-0229832 SH9I 1282            

2021/12/01 大宮駅東口 福岡県警10-お79329 D00000784           

2021/12/01 大宮駅東口 埼玉県警20-203152434 F20395865           

2021/12/01 大宮駅東口 板橋G-85736 STL014973           

2021/12/01 大宮駅東口 不明 A19PH01594          

2021/12/01 大宮駅東口 埼玉県警19-191932706 KAI 0141524          

2021/12/01 大宮駅東口 埼玉県警17-7462448 H7H18523            

2021/12/01 大宮駅東口 埼玉県警18-8016744 H7J43010            

2021/12/02 大宮駅東口 埼玉県警17-7320533 F70614625           

2021/12/06 2/5 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

吉野原自転車保管所

2021/12/02 大宮駅東口 埼玉県警19-194506970 GC9H01822           

2021/12/02 大宮駅東口 埼玉県警14-4195579 B4B11930            

2021/12/02 宮原駅東口 埼玉県警19-191257855 SSJ042072           

2021/12/02 宮原駅東口 四谷A-67907 TBI 0406GP6Z1868     

2021/12/02 東大宮駅西口 埼玉県警19-193271049 STC317734           

2021/12/03 大宮駅東口 埼玉県警20-202660436 TCCNG401            

2021/12/03 大宮駅東口 埼玉県警19-193251269 G189G62372          

2021/12/03 大宮駅西口 埼玉県警20-204668477 GC9J17593           

2021/12/06 3/5 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

大戸自転車保管所

2021/11/29 浦和駅西口 埼玉県警19-190160262 B8J58447            

2021/11/29 浦和駅西口 埼玉県警18-8401595 SSE045236           

2021/11/29 与野駅東口 埼玉県警16-6318352 6B83832             

2021/11/29 与野駅西口 埼玉県警19-190198839 STA302786           

2021/11/30 浦和駅東口 埼玉県警20-204572607 V200511584          

2021/11/30 北与野駅 埼玉県警13-3141984 ZP13J02303          

2021/11/30 与野本町駅 埼玉県警18-8096223 CW70501467          

2021/12/02 北浦和駅東口 埼玉県警21-212618683 A21AB93963          

2021/12/02 北浦和駅西口 埼玉県警21-212609358 A21AD10389          

2021/12/02 北与野駅 埼玉県警21-213022326 SVE329035           

2021/12/03 浦和駅西口 埼玉県警18-8207613 B8A77349            

2021/12/03 浦和駅西口 埼玉県警18-8121172 B7F69115            

2021/12/03 北浦和駅東口 埼玉県警15-5386509 VF15A02295          

2021/12/03 与野駅東口 不明 J018092438          

2021/12/03 与野駅東口 埼玉県警12-2322245 YTA1205111          

2021/12/03 与野駅西口 不明 ASX126482           

2021/12/03 北与野駅 徳島県警E-97613 H009804             

2021/12/03 南与野駅 埼玉県警20-204546568 STTFF01088          

2021/12/06 4/5 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

岩槻自転車保管所

2021/11/30 岩槻駅 埼玉県警21-210511970 F70316127           

2021/11/30 岩槻駅 埼玉県警17-7400909 S7G010281           

合計： 67台

2021/12/06 5/5 ページ



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８０９号 

さいたま市環境影響評価条例（平成１５年さいたま市条例第３２号）第３６条の規定により、さい

たま市緑区美園一丁目において計画されている「（仮称）ＤＰＬ浦和美園新築計画」に係る環境影響

評価事後調査書（工事中）の提出があった旨及び縦覧の場所等を公告するものである。 

令和３年１２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 事業概要 

(1) 事業者の名称、代表者氏名及び所在地 

名   称 大和ハウス工業株式会社 

代表者氏名 代表取締役 芳井 敬一 

所 在 地 大阪府大阪市北区梅田三丁目３番５号 

(2) 対象事業の名称、種類及び規模 

名      称 （仮称）ＤＰＬ浦和美園新築計画 

種      類 大規模建築物の建設 

規      模 延べ面積 約９０，５４２平方メートル 

(3) 対象事業実施区域 さいたま市緑区美園一丁目 

(4) 関係地域の範囲 さいたま市緑区、見沼区及び岩槻区のうち、対象事業実施区域の周囲１．５

キロメートル以内の地域 

２ 縦覧場所 

 市役所７階 環境局環境共生部環境対策課 

 各区役所情報公開コーナー 

 各市立図書館、美園公民館、岩槻南部公民館 

３ 縦覧期間及び縦覧時間 

期間：令和３年１２月１３日（月）から令和４年１月１３日（木）まで 

  時間：縦覧場所 、 は開庁日の午前９時から午後４時３０分まで。 は各施設の開館時間によ

る。 

４ 意見書 

環境影響評価事後調査書（工事中）の内容について環境の保全の見地からの意見を有する者は、

事業者に対し、意見書の提出により意見を述べることができます。 

意見書提出期限 令和４年１月２７日（木）必着（郵送の場合は当日消印有効） 

 【提出先・提出方法】直接持参、郵送、ＦＡＸ又は電子メールのいずれかの方法によります。 

 直接持参、郵送の場合  

住所：〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

宛名：さいたま市役所 環境対策課 

 ＦＡＸの場合 ＦＡＸ番号：０４８－８２９－１９９１ 

電子メールの場合 メールアドレス： kankyo-taisaku@city.saitama.lg.jp 



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８１０号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。

令和３年１２月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 （省略）

 氏名 （省略）

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市南区松本三丁目３４２番７、３４２番１３、３４３番６

 指定の年月日 令和３年１２月１３日

 指定の番号 第南２１－０３０号

 道路の幅員 ４．２０ｍ

 道路の延長 ７．２９ｍ



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８１１号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１２月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

 さいたま西区大字塚本（元本村新田分）字川通２４０番６

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

 令 和 ３ 年 ５ 月 １ ０ 日

第開‐Ｎ２０２１００６号

４ 検査済証番号

令和３年１２月１０日

第完‐Ｎ２０２１００６号



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８１２号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１２月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市見沼区大字東宮下字諏訪８２４番１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

 令 和 ３ 年 ６ 月 ２ １ 日

第開－Ｎ２０２１０２３号

４ 検査済証番号

令和３年１２月１０日

第完－Ｎ２０２１０２３号



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８１３号 

さいたま市の発注する「土屋Ａ外マンホールポンプ制御盤更新工事（下維－Ｒ３－Ｐ１７）」ほか

５件の一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和３年１２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし

た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし
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た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実

態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令

和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 
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契約整理番号 ０３－４２５６－７

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 土屋Ａ外マンホールポンプ制御盤更新工事（下維－Ｒ３－Ｐ１７）

工事場所 さいたま市西区大字土屋地内外

履行期間 契約確定の日から令和４年９月３０日まで

概要 制御盤 7 面 水位計（投込式）7 台 フロートスイッチ 12 台 

予定価格（税込） ２９，５３５，０００円

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２２日（水）午前９時から

令和３年１２月２４日（金）午後５時まで

入札書提出期間 令和４年１月５日（水）午前９時から

令和４年１月６日（木）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和４年１月７日（金）午後１時４０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店、支店又は営業所を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１２月１３日（月）から

質問受付期間 令和３年１２月１３日（月）午前９時から

令和３年１２月２１日（火）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月２４日（金）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当す

る。

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局下水道部下水道維持管理課 

電話 ０４８－８２９－１５６１

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０３－４３６５－１０２

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ３市道イワ２４７号線）

工事場所 さいたま市岩槻区大字高曽根地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月３１日まで

概要 概算数量発注方式による発注 延長 391m 幅員 6.0m～6.3m 舗装工 路面切削

工（平均切削厚 5cm）2460 ㎡ 切削オーバーレイ（平均切削厚 7cm、再生粗粒度

As-20、t＝7cm）2450 ㎡ 表層（再生密粒度 As-20、t＝5cm）2456 ㎡ 付帯工一

式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２２日（水）午前９時から

令和３年１２月２４日（金）午後５時まで

入札書提出期間 令和４年１月５日（水）午前９時から

令和４年１月６日（木）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和４年１月７日（金）午後１時５０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 舗装工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１２月１３日（月）から

質問受付期間 令和３年１２月１３日（月）午前９時から

令和３年１２月２１日（火）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月２４日（金）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 無

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当す

る。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０３－４４６５－３６

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 道路修繕工事（Ｒ３一般国道１２２号）その４

工事場所 さいたま市緑区大字大門地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで

概要 概算数量発注方式による発注 延長 172.0m 幅員 7.5m～10.2m 舗装工 路面切

削 28 ㎡ 切削オーバーレイ 1490 ㎡ 基層 1490 ㎡ 表層 1510 ㎡ 区画線工一式 

交通管理工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２２日（水）午前９時から

令和３年１２月２４日（金）午後５時まで

入札書提出期間 令和４年１月５日（水）午前９時から

令和４年１月６日（木）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和４年１月７日（金）午後２時１０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１２月１３日（月）から

質問受付期間 令和３年１２月１３日（月）午前９時から

令和３年１２月２１日（火）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月２４日（金）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 無

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当す

る。

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－８４０－６２２４

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０３－５２０７－８２

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 さいたま市立上落合小学校（１棟）リフレッシュ改修（建築）工事

工事場所 さいたま市中央区上落合４丁目１４番２４号

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１４日まで

概要 屋上防水改修工事 外壁改修工事 建具改修工事 内部仕上改修工事 便所改修

工事 外構改修工事 外

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和４年１月５日（水）午前９時から

令和４年１月７日（金）午後５時まで

入札書提出期間 令和４年１月１１日（火）午前９時から

令和４年１月１２日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和４年１月１３日（木）午後１時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 建築工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１２月１３日（月）から

質問受付期間 令和３年１２月１３日（月）午前９時から

令和４年 １月 ４日（火）午後５時まで

質問回答期日 令和４年１月７日（金）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 後日発注予定の「さいたま市立上落合小学校（１棟）リフレッシュ改修（電気設

備）工事」又は「さいたま市立上落合小学校（１棟）リフレッシュ改修（機械設

備）工事」の落札候補者が決まらないときは、開札後であっても本件入札を中止

する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市建設局建築部保全管理課

電話 ０４８－８２９－１５１０

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０３－５２０７－８４

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 さいたま市立上落合小学校（１棟）リフレッシュ改修（機械設備）工事

工事場所 さいたま市中央区上落合４丁目１４番２４号

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１４日まで

概要 空気調和設備工事一式 換気設備工事一式 衛生器具設備工事一式 給水設備工

事一式 排水設備工事一式 消火設備工事一式 既存設備撤去工事一式

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和４年１月５日（水）午前９時から

令和４年１月７日（金）午後５時まで

入札書提出期間 令和４年１月１１日（火）午前９時から

令和４年１月１２日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和４年１月１３日（木）午後１時５０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 管工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい

ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１２月１３日（月）から

質問受付期間 令和３年１２月１３日（月）午前９時から

令和４年 １月 ４日（火）午後５時まで

質問回答期日 令和４年１月７日（金）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 「さいたま市立上落合小学校（１棟）リフレッシュ改修（建築）工事」又は後日

発注予定の「さいたま市立上落合小学校（１棟）リフレッシュ改修（電気設備）

工事」の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止

する場合がある。

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市建設局建築部設備課

電話 ０４８－８２９－１８３９

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０３－３６８８－２

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 さいたま市大崎清掃事務所解体工事

工事場所 さいたま市緑区大字大崎３１７番地

履行期間 契約確定の日から令和４年１０月１４日まで

概要 解体工事一式 管理棟 延べ面積約 988 ㎡ Ｓ造 地上 2 階建て 車庫棟中央 

延べ面積約 468 ㎡ Ｓ造 地上 1 階建て 車庫棟北 延べ面積約 274 ㎡ Ｓ造 

地上 1 階建て 危険物庫 延べ面積約 20 ㎡ コンクリートブロック造 地上 1

階建て 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和４年１月５日（水）午前９時から

令和４年１月７日（金）午後５時まで

入札書提出期間 令和４年１月１１日（火）午前９時から

令和４年１月１２日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和４年１月１３日（木）午後２時００分

参
加
資
格

名簿登載業種等 解体工事業 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２３年度以降、１件の契約金額が１億円以上の建

築物の解体工事を元請として完成させた実績があること（共同企業体の構成

員としての実績の場合は、出資比率が２０％以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の解体工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１２月１３日（月）から

質問受付期間 令和３年１２月１３日（月）午前９時から

令和４年 １月 ４日（火）午後５時まで

質問回答期日 令和４年１月７日（金）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 － 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市環境局施設部環境施設管理課

電話 ０４８－８２９－１３４３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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さいたま市告示第１８１４号

さいたま市の発注する「健康福祉センター西楽園中規模修繕（電気設備）工事」ほか２件の一般競

争入札について、次のとおり公告する。 

令和３年１２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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(5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者を除く。

）がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして

取扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者とし

ない。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１
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０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成

２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定

）の定めるところによる。 



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

別表

対象工事 ア 健康福祉センター西楽園中規模修繕（電気設備）工事 

イ さいたま市立大戸小学校（２－１、－２・３－１、－２・１４棟）リフレッ

シュ改修（電気設備）工事 

ウ さいたま市立三橋小学校第３校舎・給食室棟改築（電気設備）工事 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０３－６４５６－１０

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 健康福祉センター西楽園中規模修繕（電気設備）工事

工事場所 さいたま市西区大字宝来６０番地１

履行期間 契約確定の日から令和４年１２月１６日まで

概要 動力設備工事一式 電灯設備工事一式 受変電設備工事一式 発電設備工事一式 

構内交換設備工事一式 情報表示設備工事一式 拡声設備工事一式 誘導支援設

備工事一式 テレビ共同受信設備工事一式 監視カメラ設備工事一式 火災報知

設備工事一式 昇降機設備工事一式 既存設備撤去工事一式

予定価格（税込） ２９２，９３０，０００円

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２２日（水）午前９時から

令和３年１２月２４日（金）午後５時まで

入札書提出期間 令和４年１月５日（水）午前９時から

令和４年１月６日（木）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和４年１月７日（金）午後２時２０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１２月１３日（月）から

質問受付期間 令和３年１２月１３日（月）午前９時から

令和３年１２月２１日（火）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月２４日（金）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。

・「健康福祉センター西楽園中規模修繕（建築）工事」及び「健康福祉センター

西楽園中規模修繕（機械設備）工事」の仮契約が議会で否決されたときは、本件

入札に関する開札を中止する。

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市建設局建築部設備課

電話 ０４８－８２９－１８３９

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０３－５２０７－８１

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 さいたま市立大戸小学校（２－１、－２・３－１、－２・１４棟）リフレッシュ

改修（電気設備）工事

工事場所 さいたま市中央区新中里１丁目６番２８号

履行期間 契約確定の日から令和６年１月３１日まで

概要 電灯設備工事一式 動力設備工事一式 受変電設備工事一式 構内情報通信網設

備工事一式 構内交換設備工事一式 拡声設備工事一式 誘導支援設備工事一式 

構内通信線路工事一式 テレビ共同受信設備工事一式 自動火災報知設備工事一

式 既存設備撤去工事一式

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２２日（水）午前９時から

令和３年１２月２４日（金）午後５時まで

入札書提出期間 令和４年１月５日（水）午前９時から

令和４年１月６日（木）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和４年１月７日（金）午後２時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１２月１３日（月）から

質問受付期間 令和３年１２月１３日（月）午前９時から

令和３年１２月２１日（火）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月２４日（金）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。

・「さいたま市立大戸小学校（２－１、－２・３－１、－２・１４棟）リフレッ

シュ改修（建築）工事」及び「さいたま市立大戸小学校（２－１、－２・３－

１、－２・１４棟）リフレッシュ改修（機械設備）工事」の仮契約が議会で否決

されたときは、本件入札に関する開札を中止する。

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市建設局建築部設備課

電話 ０４８－８２９－１８３９

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０３－５２０７－８０

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 さいたま市立三橋小学校第３校舎・給食室棟改築（電気設備）工事

工事場所 さいたま市大宮区三橋２丁目２０番地

履行期間 契約確定の日から令和５年５月２６日まで

概要 電灯設備工事一式 動力設備工事一式 受変電設備工事一式 構内情報通信網設

備工事一式 構内交換設備工事一式 情報表示設備工事一式 映像・音響設備工

事一式 拡声設備工事一式 誘導支援設備工事一式 テレビ共同支援設備工事一

式 監視カメラ設備工事一式 防犯・入退室管理設備工事一式 自動火災報知設

備工事一式 昇降機設備工事一式 構内配電線路工事一式 構内通信線路工事一

式

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２２日（水）午前９時から

令和３年１２月２４日（金）午後５時まで

入札書提出期間 令和４年１月５日（水）午前９時から

令和４年１月６日（木）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和４年１月７日（金）午後２時４０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１２月１３日（月）から

質問受付期間 令和３年１２月１３日（月）午前９時から

令和３年１２月２１日（火）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月２４日（金）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

イの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。

・「さいたま市立三橋小学校第３校舎・給食室棟改築（建築）工事」及び「さい

たま市立三橋小学校第３校舎・給食室棟改築（機械設備）工事」の仮契約が議会

で否決されたときは、本件入札に関する開札を中止する。

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市建設局建築部設備課

電話 ０４８－８２９－１８３９

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８１５号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。

令和３年１２月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 東京都西東京市芝久保町四丁目２６番３号

 氏名 株式会社東栄住宅 代表取締役 佐藤 千尋

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市西区大字佐知川字後谷７２０番５、同番９

 指定の年月日 令和３年１２月１３日

 指定の番号 第北２１－０１９号

 道路の幅員 ４．００ｍ

 道路の延長 １７．０３ｍ



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８１６号 

令和４年度さいたま市後期高齢者健康診査等受診券作成・印字・封入封緘業務について、次のとお

り一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。

）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

令和３年１２月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

 件名

令和４年度さいたま市後期高齢者健康診査等受診券作成・印字・封入封緘業務

 履行場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課外

 業務概要

仕様書のとおり

 履行期間

契約締結の日から令和５年２月２８日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

 本入札の告示日において、令和３・令和４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託

）（以下「名簿」という。）に業務「電算」又は「文書管理」で登載されている者であること。 

 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付

与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥ

Ｃ２７００１）の認定を受けている者であること。 

 令和元年度以降に、県又は人口２０万人以上の地方自治体において同種業務の契約を締結し、

履行した実績を有する者であること。 

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書、仕様書等を交付するものとする。

 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課 

担当 高齢者医療係 電話 ０４８（８２９）１２７８ 



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

 交付期間

告示の日から令和３年１２月２１日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

 受付期間

３ に同じ

 受付場所

３ に同じ

 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

 交付場所

３ に同じ

 交付日時

令和３年１２月２３日（木）午前９時から午後４時まで 

 その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。

 入札の日時及び場所

ア 日時

令和４年１月１２日（水）午後２時００分 

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟第６会議室 
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 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

 開札の日時及び場所

ア 日時

令和４年１月１２日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６ イに同じ

 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部福祉総務課 

電話 ０４８（８２９）１２５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１

 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課 

電話 ０４８（８２９）１２７８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９４７

７ 契約手続等

 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

 契約書作成の要否

要

 議決の要否

否

８ その他

 契約条項等は、さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

 詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１８１７号 

令和４年度さいたま市後期高齢者医療保険料通知書等印字製本封入封緘業務について、次のとおり

一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）

第１６７条の６の規定により公告する。 

令和３年１２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

 件名 

令和４年度さいたま市後期高齢者医療保険料通知書等印字製本封入封緘業務 

 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課外 

 業務概要 

仕様書のとおり 

 履行期間 

契約締結日から令和５年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ① 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託

）に業務「電算」、「文書管理」で登載されていること。 

 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付

与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥ

Ｃ２７００１）の認定を受けていること。 

 令和元年度以降に県又は人口２０万人以上の地方自治体において同種業務の契約を締結し、履

行した実績があること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書、仕様書等を交付するものとする。 

 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課 

担当 高齢者医療係 電話 ０４８（８２９）１２７８ 



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

 交付期間 

公告の日から令和３年１２月２１日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時

から午後４時まで） 

 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

 受付期間 

３ に同じ

 受付場所 

３ に同じ

 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

 交付場所 

３ に同じ

 交付日時 

令和３年１２月２３日（木）午前９時から午後４時まで 

 その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするため、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。 

 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和４年１月１２日（水）午後２時３０分 

イ 場所 
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟第６会議室 

 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１

３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和４年１月１２日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６ イに同じ

 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は無効とする。 

 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部福祉総務課 

電話 ０４８（８２９）１２５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１ 

 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課 

電話 ０４８（８２９）１２７８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９４７ 

７ 契約手続等 

 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

 契約書作成の要否 

要 

 議決の要否 

否 

８ その他 

 契約条項等は、さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課及びホームページにおいて閲覧できる。

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

 詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１８１８号

さいたま市廃棄物処理施設内リスク調査業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

令和３年１２月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

 件名

さいたま市廃棄物処理施設内リスク調査業務

 履行場所

   さいたま市岩槻区大字平林寺９７－１外

 業務概要

仕様書のとおり

 履行期間

令和４年１月４日から令和４年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に

登載されている者であること。

 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加さ

せないこととされた者

 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。

 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。

 過去２年の間に国又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたっ

て締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行した者であること。

３ 入札説明書等の交付等

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するとともに仕様書を貸与する。

 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館 地下１階

さいたま市 環境局 資源循環推進部 産業廃棄物指導課 監視係
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電話 ０４８（８２９）１６０９

 交付期間

告示の日から令和３年１２月１７日（金）午後４時まで（さいたま市の休日を定める条例（平

成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から正午まで及び

午後１時から午後４時まで）

 交付費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

 申請方法

   持参

 申請場所

   ３ に同じ

 申請期間

３ に同じ

 申請書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

 交付場所

３ に同じ

 交付日時

令和３年１２月２１日（火）午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで

６ 入札手続等

 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。

 入札の日時及び場所

ア 日時

令和３年１２月２３日（木）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階 小ホール

 入札保証金
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見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

 開札の日時及び場所

ア 日時

令和３年１２月２３日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６ イに同じ

 最低制限価格

   設定しない。

 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

 入札の無効

   さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所７階

さいたま市 環境局 資源循環推進部 資源循環政策課 環境推進係

電話 ０４８（８２９）１３３７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９１

 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館地下１階

さいたま市 環境局 資源循環推進部 産業廃棄物指導課 監視係

電話 ０４８（８２９）１６０９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９３３

７ 契約手続等

 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

 契約書作成の要否

   要

 議決の要否

   否

８ その他

 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。

 この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

 契約条項等は、さいたま市ホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

 詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１８１９号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。
令和３年１２月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 東京都杉並区西荻北二丁目１番１１号

 氏名 株式会社三栄建築設計 代表取締役 小池 信三

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市桜区田島四丁目１４０８番１１

 指定の年月日 令和３年１２月１４日

 指定の番号 第南２１－０３１号

 道路の幅員 ４．００ｍ

 道路の延長 ２６．４２ｍ



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８２０号

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第２項の規定により、次のとおり大規模

小売店舗の変更の届出があったので、その概要等を同法第６条第３項の規定において準用する同法第

５条第３項の規定に基づき公告します。

令和３年１２月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 届出の概要

 大規模小売店舗の名称及び所在地

 名 称 ドラッグコスモス与野店

 所在地 さいたま市中央区本町西４丁目１３９２番１ 外

 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

名   称：株式会社 コスモス薬品 

代表者氏名：代表取締役 横山英昭 

住   所：福岡市博多区博多駅東２丁目１０番１号 

      第一福岡ビルＳ館４階 

 変更しようとする事項

ア 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 

 （ア）大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

（変更前）午前１０時００分～午後９時５０分 

（変更後）午前９時００分～午後９時５０分 

   （イ）来客が駐車場を利用することができる時間帯 

    （変更前）午前９時３０分～午後１０時００分 

    （変更後）午前８時３０分～午後１０時００分 

 変更する年月日

令和３年１２月２日

 変更する理由

（１）、（２）営業時間変更の為

２ 届出年月日 

 令和３年１２月１日

３ 届出及び添付書類の縦覧期間

 令和３年１２月１４日から令和４年４月１４日まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。

４ 届出及び添付書類の縦覧場所

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９６６
 中央区役所区民生活部総務課

 住所 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

 電話 ０４８（８４０）６０１３



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

FAX ０４８（８４０）６１６０
５ この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に、さいたま市長に対し、意見書

の提出によりこれを述べることができます。

 意見書の提出期間

令和３年１２月１４日から令和４年４月１４日まで。

 意見書の提出先

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

郵便番号 ３３０－９５８８

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９６６



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８２１号

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第２項の規定により、次のとおり大規模

小売店舗の変更の届出があったので、その概要等を同法第６条第３項の規定において準用する同法第

５条第３項の規定に基づき公告します。

令和３年１２月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 届出の概要

 大規模小売店舗の名称及び所在地

 名 称 ドラッグコスモス東岩槻店

 所在地 さいたま市岩槻区東岩槻二丁目４番２、４番３

 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

名   称：株式会社 コスモス薬品 

代表者氏名：代表取締役 横山英昭 

住   所：福岡市博多区博多駅東２丁目１０番１号 

      第一福岡ビルＳ館４階 

 変更しようとする事項

ア 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 

 （ア）大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

（変更前）午前１０時００分～午後１０時００分 

（変更後）午前９時００分～午後１０時００分 

   （イ）来客が駐車場を利用することができる時間帯 

    （変更前）午前９時３０分～午後１０時３０分 

    （変更後）午前８時３０分～午後１０時３０分 

 変更する年月日

令和３年１２月２日

 変更する理由

（１）、（２）営業時間変更の為

２ 届出年月日 

 令和３年１２月１日

３ 届出及び添付書類の縦覧期間

 令和３年１２月１４日から令和４年４月１４日まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。

４ 届出及び添付書類の縦覧場所

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９６６
 岩槻区役所区民生活部観光経済室

 住所 さいたま市岩槻区本町３丁目２番５号 

 電話 ０４８（７９０）０１１８



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

FAX ０４８（７９０）０２６０
５ この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に、さいたま市長に対し、意見書

の提出によりこれを述べることができます。

 意見書の提出期間

令和３年１２月１４日から令和４年４月１４日まで。

 意見書の提出先

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

郵便番号 ３３０－９５８８

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９６６



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８２２号

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第２項の規定により、次のとおり大規模

小売店舗の変更の届出があったので、その概要等を同法第６条第３項の規定において準用する同法第

５条第３項の規定に基づき公告します。

令和３年１２月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 届出の概要

 大規模小売店舗の名称及び所在地

 名 称 ドラッグコスモス西大宮店

 所在地 さいたま市西区西大宮３丁目３３番３ 外

 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

名   称：株式会社 コスモス薬品 

代表者氏名：代表取締役 横山英昭 

住   所：福岡市博多区博多駅東２丁目１０番１号 

      第一福岡ビルＳ館４階 

 変更しようとする事項

ア 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 

 （ア）大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

（変更前）午前１０時００分～午後１０時００分 

（変更後）午前９時００分～午後１０時００分 

   （イ）来客が駐車場を利用することができる時間帯 

    （変更前）午前９時３０分～午後１０時３０分 

    （変更後）午前８時３０分～午後１０時３０分 

 変更する年月日

令和３年１２月２日

 変更する理由

（１）、（２）営業時間変更の為

２ 届出年月日 

 令和３年１２月１日

３ 届出及び添付書類の縦覧期間

 令和３年１２月１４日から令和４年４月１４日まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。

４ 届出及び添付書類の縦覧場所

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９６６
 大宮区役所区民生活部地域商工室

 住所 さいたま市大宮区吉敷町一丁目１２４番地１ 

 電話 ０４８（６４６）３０９３



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

FAX ０４８（６４６）３１５１
５ この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に、さいたま市長に対し、意見書

の提出によりこれを述べることができます。

 意見書の提出期間

令和３年１２月１４日から令和４年４月１４日まで。

 意見書の提出先

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

郵便番号 ３３０－９５８８

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９６６



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８２３号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１２月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市桜区田島四丁目１３５８番２４、１３５８番２５

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

東京都杉並区西荻北二丁目１番１１号

株式会社三栄建築設計 代表取締役 小池 信三

３ 許可番号

令和３年８月３０日

第 開‐Ｓ２０２１０２７ 号

４ 検査済証番号

令和３年１２月１３日

 第 完‐Ｓ２０２１０２７ 号



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８２４号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項の規定において準用する同法第２０条第

１項の規定により、埼玉県より川口都市計画、さいたま都市計画、上尾都市計画、蕨都市計画及び戸

田都市計画下水道の変更に係る図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第２項の規定において

準用する同法第２０条第２項の規定により、さいたま市建設局下水道部下水道計画課において、公衆

の縦覧に供する。

令和３年１２月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８２５号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号の規定による道路の指定をしたの

で、次のとおり告示する。

令和３年１２月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 指定を受けた者 

 事業名 さいたま都市計画事業東浦和第二土地区画整理事業 

 施行者 さいたま市 

２ 指定した道路の概要 

 ①名称 区６－５６号線 

②幅員 ６．０ｍ

③延長 ５９．３ｍ

３ 道路の指定場所

・ 次の表のとおり

土地の表示

区名 大字・町名 字・丁目 地番

緑区 中尾 緑島 ２５０３番１ 一部

緑区 中尾 緑島 ２５１０番１ 一部

緑区 中尾 緑島 ２５１１番５ 一部

緑区 中尾 緑島 ２５１３番２ 一部

緑区 中尾 緑島 ２５１４番 一部

緑区 中尾 緑島 ２５４９番 一部

緑区 中尾 緑島 ２５５０番１ 一部



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１８２６号

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３０条の１１第１項の確認をしたので、同法

第５８条の１１の規定により別紙のとおり告示する。

令和３年１２月１５日

さいたま市長 清 水 勇 人



さ い た ま 市

名称 所在地※

表　恵子 表　恵子 （省略） 令和3年11月1日 認可外保育施設（居宅訪
問型）

－

宮下　彩乃 宮下　彩乃 （省略） 令和3年11月1日 認可外保育施設（居宅訪
問型）

－

子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第30条の11第１項の確認をした子ども・子育て支援施設等

特定子ども・子育
て支援提供者の名
称

特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所 確認の年月日 子ども・子育て支援施
設等の種類

子ども・子育て支援法施行規則第
28条の18第3項を満たしているか
否かの別（一日8時間以上、一年
200日以上開園）

※の欄は、個人が行う居宅訪問型事業は、プライバシー保護の観点から個人住所を非公開としております。



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで） 
 

 

さいたま市告示第１８２７号 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５８条の６第１項の規定による同法第３０条

の１１第１項の確認の辞退があったので、同法第５８条の１１の規定により別紙のとおり告示する。 

令和３年１２月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

  



さ い た ま 市

名称

埼玉ヤクルト販売株式会
社

埼玉ヤクルト保育園　太田
窪保育ルーム

さいたま市南区 太田窪2-15-4 令和3年3月31日 認可外保育施設 －

岡田　紗央里 岡田　紗央里 （省略） 令和3年11月7日 認可外保育施設（居宅訪問
型）

－

春川　拓也 春川　拓也 （省略） 令和3年11月10日 認可外保育施設（居宅訪問
型）

－

子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第５８条の６第１項の規定による同法第３０条の１１第１項の確認の辞退をした子ども・子育て支援施設等

特定子ども・子育て
支援提供者の名称

特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所 子ども・子育て支援施設
等の種類

確認の辞退の年月
日

子ども・子育て支援法施行規則第
28条の18第3項を満たしているか
否かの別（一日8時間以上、一年
200日以上開園）

所在地※

※の欄は、個人が行う居宅訪問型事業は、プライバシー保護の観点から個人住所を非公開としております。

1/1



さいたま市告示一覧（令和３年１２月１日から同月１５日まで） 
 

 

さいたま市告示第１８２８号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を廃止し

たので、さいたま市建築基準法施行細則（平成１３年規則第２１５号）第１３条第２項の規定によ

り、次のとおり告示する。 

令和３年１２月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 申請者 

(1) 住所 （省略） 

(2) 氏名 （省略） 

２ 道路廃止の概要 

(1) 道路の位置 さいたま市大宮区桜木町四丁目８３１番３の一部、同番１６、同番１８ 

(2) 廃止の年月日 令和３年１２月１５日 

(3) 廃止の番号 第北廃２１－００４号 

 (4) 道路の幅員 ４．００ｍ 

 (5) 道路の延長 ７．９３ｍ 

 

 


